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Ｐ１８０１１ 

 

２０２２年度実施方針 

  

スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

 

１．件名：超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業  

  

２．根拠法： 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号ニ及び第３号 

 

３．背景及び目的・目標 

（１）研究開発の背景及び目的 

①政策的な重要性 

「第４次エネルギー基本計画」（２０１４年４月閣議決定）では、エネルギー政策の

基本的視点として、「３Ｅ＋Ｓ」、安全性(Safety)を前提とした上で、エネルギーの安全

保障（Energy Security）、経済効率性の向上(Economic Efficiency)による低コストな

エネルギー供給を実現し、合わせて環境への適合（Environment）を図ることが確認さ

れている。また「水素をエネルギーとして利用する“水素社会”についての包括的な検

討を進めるべき時期に差し掛かっている」等の記載が盛り込まれており、多様化する柔

軟なエネルギー需要構造の構築に取り組むこととされている。 

更に２０１７年１２月には再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議にて「水素基本

戦略」が発表され２０５０年を視野にいれ、目指す目標や官民が共有すべき方向性・ビ

ジョンが示された。 

経済産業省資源エネルギー庁にて作成された「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（２

０１６年改訂）に、フェーズ１として運輸部門においての水素の利活用として水素ステー

ションの整備、ＦＣＶの普及目標値が明記されている。また、未来投資戦略２０１７では

水素ステーションの戦略的整備に向けた官民一体の新たな推進体制の構築、コスト低減

等に向けた技術開発・実証、新たな規制改革実施計画に基づく水素ステーションの保安管

理等に関する規制改革をパッケージで推進しＦＣＶ、ＦＣバス、水素ステーションの普及

を加速化すると記載されている。 

 

②我が国の取組状況 

水素・燃料電池戦略ロードマップで示された水素ステーションの２０２０年１６０箇

所、２０２５年３２０箇所程度の設置を実現するためには、水素ステーション事業の自

立化に向けたさらなるＦＣＶの導入支援と合わせてステーション整備費、運営費、更に

は水素調達コストの低減に係る技術開発が重要となる。世界に先駆けて商用水素ステー

ションの設置を進めてきたが、設置当初とは異なる新たな課題が明確になってきた。水

素ステーション、ＦＣＶの本格的普及を実現する為に、新たな共通課題を解決すること

で、水素ステーション事業の自立化に向けた取り組みが求められている。 
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③世界の取組状況 

欧・米・中などにおいても、国家レベルで水素ステーション整備およびＦＣＶの導入

目標数を設定し、基礎研究から技術開発、実証研究の取り組みを行い、さらに、我が国

と同様にＦＣＶ及び水素ステーションの一般普及を目指している等我が国の国際競争力

強化の観点から引き続き戦略的・重点的な取り組みが不可欠である。 

 

（２）研究開発の目標 

２０２５年の水素ステーションの自立化、２０３０年以降の水素ステーション事業自立

化に向け、水素ステーションの整備費、運営費を低減することを目指し、 

・国内の規制適正化に向けたデータ取得及び基準案の作成・提案を行う。 

・本格普及期を想定した水素ステーションの技術基準案（もしくはガイドライン案）を

作成する。 

・我が国の水素ステーション関連技術の国際競争力強化等の観点から、国際基準調和・

国際標準化にかかる提案を行う。 

 

『水素ステーションコスト・性能目標』 

＜水素ステーション＞（２０２５年以降） 

整備費：２億円以下／システム［３００Ｎｍ３／ｈ規模の場合、水素製造装置

及び土地取得価格を除く］ 

運営費：０．２億円以下／システム 

上記目標値は、本事業で実施しない部分の規制見直し、民間企業等の取り組みを含め

ている。 

 

研究開発項目１：国内規制適正化に関わる技術開発 

『最終目標』（２０２２年度） 

主に汎用材料の適用範囲拡大に関し、高圧水素下での評価試験結果を基に基準案

作成を行う。 

 

『中間目標』（２０２０年度） 

水素ステーションの規制見直し等のために必要となる研究データを取得し、新た

な規制見直し検討項目に対する技術基準案、例示基準案を作成する。 

 

研究開発項目２：水素ステーションのコスト低減等に関連する技術開発 

『最終目標』 （２０２２年度） 

水素ステーションを構成する機器、部品等の実用化見通し及びコスト低減効果を

検証し、水素ステーション設備コスト低減の目処付けを行う。 

 

『中間目標』（２０２０年度） 

水素ステーションコスト・性能目標を満足する機器・システム等の実用化技術開

発を実施し、水素ステーションに係るコスト（整備費や運営費）低減等に資する。 
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運用データベースの整備や研修ツールの開発等により水素ステーションの運転・管

理手法の高度化をはかる。 

 

研究開発項目３：国際展開、国際標準化等に関する研究開発 

『最終目標』（２０２２年度） 

水素ステーションにおける国際標準化、ＦＣＶにおける国内規制の適正化・国際基準調

和・国際標準化等に資するデータ取得を行う。 

海外の政策・市場・研究開発動向に係る情報を収集し、国内に発信する。 

 

４．事業内容および事業達成状況 

プロジェクトマネージャー（以下ＰＭという）にＮＥＤＯ スマートコミュニティ・エネ

ルギーシステム部 燃料電池・水素 大平英二室長を任命して、プロジェクトの進行全体を

企画・管理し、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させた。 

 

４．１ ２０２１年度事業内容 

実施者は、以下に記載する。 

研究開発項目１： 

 一般財団法人石油エネルギー技術センター、高圧ガス保安協会、国立大学法人九州大学、

一般財団法人金属系材料研究開発センター、日本製鉄株式会社、愛知製鋼株式会社、 

株式会社日本製鋼所、国立研究開発法人物質・材料研究機構 

研究開発項目２： 

一般社団法人水素供給利用技術協会、ＥＮＥＯＳ株式会社、ＪＦＥスチール株式会

社、ＪＦＥコンテイナー株式会社、千代田化工建設株式会社、一般財団法人石油エネ

ルギー技術センター、高圧ガス保安協会、国立大学法人東京大学、国立大学法人九州

大学、一般財団法人化学物質評価研究機構、ＮＯＫ株式会社、髙石工業株式会社、日

本ピラー工業株式会社、株式会社キッツ、株式会社フジキン、株式会社タツノ、トキ

コシステムソリューションズ株式会社、一般社団法人日本ゴム工業会、株式会社本田

技術研究所、一般財団法人金属系材料研究開発センター、日本製鉄株式会社、ヌヴォ

トンテクノロジージャパン株式会社、株式会社四国総合研究所、国立研究開発法人産

業技術総合研究所、日本重化学工業株式会社、岩谷産業株式会社、一般財団法人日本

自動車研究所 

研究開発項目３： 

一般社団法人水素供給利用技術協会、一般財団法人日本自動車研究所、株式会社大和

総研 

 

 

研究開発項目１：国内規制適正化に関わる技術開発 

（委託事業［ＮＥＤＯ負担率：１００％］） 

（１）本格普及期に向けた水素ステーションの安全性に関わる研究開発 

① 水素出荷設備に係る保安統括者等の選任の緩和 
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水素ステーションが有する水素出荷設備が一般則第７条の３に組込まれて保安

監督者１名で管理できる保安体制に関する要件を抽出し、この要件を満たす技術基

準案を策定した（７条の３への追加事項）。 

② 蓄圧器等の常用圧力上限値の見直し 

水素ステーションの常用圧力上限を、現行の８２ＭＰａから引き上げることに

資する技術基準案を作成した。 

 

（２）新たな水素特性判断基準の導入に関する研究開発 

【新たな水素特性判断基準の導入】 

汎用ステンレス鋼の使用可能範囲拡大に向け、ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６系の

水素適合性検討、疲労試験等を実施した。ＳＵＳ３０５、ＳＵＳ３１６系等の汎用

ステンレス鋼の冷間加工材について、加工の影響や水素適合性、許容引張応力の設

定、基準化に向けた検討およびデータ取得を行った。ＳＵＳ３１６系汎用ステンレ

ス鋼の溶接材について水素適合性等の検討を行うためのデータを取得した。ＮＥＤ

Ｏ事業で得られた鋼材の水素適合性データの一般利用および国際基準への利活用

を図るべくデータベース検討会を発足させた。 

【中空試験法】 

中空試験片低歪み速度引張試験法の適用対象拡大を図るとともに、規格解説書

案を作成した。中空試験片疲労試験法の試験条件の最適化を図るとともに、中実試

験片疲労試験との相関関係を把握し、中空試験片疲労試験規格案の作成に着手した。 

 

研究開発項目２：水素ステーションのコスト低減等に関連する技術開発  

（委託事業［ＮＥＤＯ負担率：１００％］） 

（１）運営費低減のための技術開発 

【複合容器】 

疲労寿命設計線図の作成ならびに妥当性の検証、疲労寿命設計線図を用いた設

計手法の実証などに向けて、ライナー試験片評価、ＣＦＲＰ試験片評価、自緊処理

効果評価、実容器試験、円筒試験体評価などを継続実施した。 

ＫＨＫＳ０２２５改正、ＩＳＯ ＴＣ１９７ ＷＧ１５への累積損傷関係式の提

案を目指し、設計手法、基準などの整備を進めた。 

【供用中検査手法】 

研究成果データや資料に基づいてＡＥ法の規格原案を作成し、規格化に資する

有識者による検討委員会の設置／運営を図った。 

 

（２）高圧対応高分子技術開発 

【シール部材・継手部材等】 

新規シール材・機器を用いて加速耐久性評価法に基づく検証試験を行い、改良検

討を行った。諸因子の影響評価試験を継続し、シール性への影響を調査するととも

に、ねじのゆるみとシール性に及ぼす影響の理論解析を実施した。新型または改良

型継手を製作し、要素評価試験を実施して諸因子の影響を評価した。 
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【ホース】 

最終的な目標である加速評価法案の確立に向けて、加速評価法案についてホース

揺動水素インパルス試験を基本として検討を進めた。ホース揺動水素インパルス試

験法について、ホース設定、温度の影響など、詳細に検討するため、実機における

劣化状況の調査結果と比較検討し，検証を進めた。 

 

（３）次世代向け水素ステーションに関する研究開発 

【充填技術】 

新規充填プロトコルに関し、安全性検証も含めた実証（模擬容器、実車）を行い

制御マップの精度向上をはかった。また、低コスト高頻度充填システムに関し、Ｍ

Ｃ-Ｆｏｍｕｌａベースでの協調制御を開発し実証試験を行い、合理的な２台同時

充填が可能なダブル充填技術を開発した。 

【新型高圧水素タンク】 

選定したＭｏ-Ｖ添加鋼及び高強度低合金鋼規格材の高圧水素環境の適合性評価、

水素蓄圧器適合性評価、金属組織評価を行った。その結果、規格材で１種、Ｍｏ-Ｖ

添加鋼４種で水素適合性１，０００ＭＰａを超える強度の鋼材が選定できた。また、

技術動向調査、試設計と製造コスト比較調査を行った。 

【水素ガス検知システム】 

センサ構造、回路レイアウトの最適化を進め、実使用センサ感度を実現するとと

もに、高耐湿・防水のセンサモジュール仕様を確立し、センサシステムとしての自

己補正技術の仕様を確立した。 

【次世代水素分析装置】 

小型マルチガス分析装置および高感度ガス分析装置のプロトタイプの概念設計

を行うとともに、ＩＳＯ規格全成分への適用可能性を評価した。 

【水素貯蔵材料利用システムに関わる技術開発】 

各種ＡＢ２ラーベス相合金の平衡水素圧力のさらなる高圧化とヒステリシスの

低減方策の検討を実施するとともに、耐久性の評価を行った。耐圧性を有し、伝熱

性に優れる容器構造の検討を行い、試作した容器を用いて水素放出試験を実施した。

本システムに適用される水素吸蔵合金の大規模製造プロセスの確立を目指し、２０

２０年度に選定した候補となるルツボ材を用いて溶解試験を実施した。 

【大規模水素ステーションの計量及び充填に関わる技術開発】 

大型燃料電池モビリティ（ＨＤＶ）向け水素ステーションのマスターメーター計

量性能の高度化や検査周期の延長等による検査コストの低減へ向けた検証試験を

行った。ＨＤＶ等の計量及び充填に関する技術検証が実施可能な水素先進技術研究

センターの建設に着手した。 

 

研究開発項目３：国際展開、国際標準化等に関する研究開発 

（委託事業［ＮＥＤＯ負担率：１００％］） 

① 国内動向（技術開発、規制適正化動向など含む）、海外動向を基に、新規提案（ＮＷ

ＩＰ）をＴＣ１９７委員会に提案し、ＩＳ化を推進した。燃料品質に関連して、Ｉ
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ＳＯ １４６８７（ＩＳＯ/ＴＣ １９７/ＷＧ ２７）及びＩＳＯ １９８８０-８（Ｉ

ＳＯ/ＴＣ １９７/ＷＧ ２８）改訂の新事業項目提案に向けて、引き続き国内及び国

際審議を推進した。 

② 各審議課題に対する日本提案（試験法等）をＨＦＣＶ-ＧＴＲ Ｐｈａｓｅ２会議に

提案し、長期課題以外の項目についての最終的な国際合意を得た。ＨＦＣＶ-ＧＴＲ 

Ｐｈａｓｅ２にて長期課題として指定された項目に対する日本提案の検討方針をま

とめた。また、ＵＮＲ-１３４（ＨＦＣＶ）の審議課題をとりまとめた。 

③ 諸外国の最新の動向を調査し、各国の政策動向を正確に把握・分析し、市場環境・

産業競争力に関する分析した。定期的な情報発信を通して情報の共有を行った。 

 

４．２ 実績推移 

 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 

実績額 

（需給勘定） 

（百万円） 

1,611 2,579 2,296 3,200*1 

特許出願件数

（件） 
0 1 2 4 

論文発表件数

（報） 
3 0 2 13 

フォーラム 

（口頭発表）等

（件） 

28 50 19 33 

*1：2021年度政府予算 

 

５．事業内容 

プロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」という）にＮＥＤＯ スマートコミュニティ・

エネルギーシステム部 大平英二室長を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、

そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

 

５．１ ２０２２年度事業内容 

実施者は、以下に記載する。（実施体制図については、別紙１を参照のこと。） 

研究開発項目１： 

 一般財団法人石油エネルギー技術センター、高圧ガス保安協会、国立大学法人九州大学、

一般財団法人金属系材料研究開発センター、日本製鉄株式会社、愛知製鋼株式会社、 

国立研究開発法人物質・材料研究機構 

研究開発項目２： 

一般社団法人水素供給利用技術協会、ＥＮＥＯＳ株式会社、ＪＦＥスチール株式会

社、ＪＦＥコンテイナー株式会社、千代田化工建設株式会社、一般財団法人石油エネ

ルギー技術センター、高圧ガス保安協会、国立大学法人東京大学、国立大学法人九州
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大学、一般財団法人化学物質評価研究機構、ＮＯＫ株式会社、髙石工業株式会社、日

本ピラー工業株式会社、株式会社キッツ、株式会社フジキン、株式会社タツノ、トキ

コシステムソリューションズ株式会社、一般社団法人日本ゴム工業会、株式会社本田

技術研究所、一般財団法人金属系材料研究開発センター、日本製鉄株式会社、ヌヴォ

トンテクノロジージャパン株式会社、株式会社四国総合研究所、国立研究開発法人産

業技術総合研究所、日本重化学工業株式会社、岩谷産業株式会社、一般財団法人日本

自動車研究所 

研究開発項目３： 

一般社団法人水素供給利用技術協会、一般財団法人日本自動車研究所、株式会社大和

総研 

 

研究開発項目１：国内規制適正化に関わる技術開発 

（委託事業［ＮＥＤＯ負担率：１００％］） 

（１）本格普及期に向けた水素ステーションの安全性に関わる研究開発 

① 水素出荷設備に係る保安統括者等の選任の緩和（継続） 

② 蓄圧器等の常用圧力上限値の見直し（継続） 

③ 業界要望による以下の新規取り組み 

一般則第７条の４第１項を見直した技術基準案を策定する。一般則第７条の３

第１項と第２項の不整合の見直しを行う。障壁に係る技術基準の見直しに向けた

技術検討を行う。 

 

（２）新たな水素特性判断基準の導入に関する研究開発 

【新たな水素特性判断基準の導入】 

汎用ステンレス鋼の使用可能範囲拡大に向け、ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６系の

水素適合性、疲労特性等を検討し、基準化に資する素案の作成を行う。ＳＵＳ３０

５、ＳＵＳ３１６系等の汎用ステンレス鋼の冷間加工材について許容引張応力等の

各種検討を行い、基準化に資する素案の作成を行う。ＳＵＳ３１６系汎用ステンレ

ス鋼の溶接材について水素適合性等の検討を行い、技術指針化を図る。データベー

ス検討会において、これまでに得られた水素環境中での機械的特性データの審議及

び登録を行う。 

【中空試験法】 

中空試験片低歪み速度引張試験法の高度化を図るとともに、日本高圧力技術協

会（ＨＰＩ）に規格案を提出し、審議に対応する。中空試験片疲労試験法の試験条

件を確定するとともに、規格案を作成する。 

 

研究開発項目２：水素ステーションのコスト低減等に関連する技術開発  

（委託事業［ＮＥＤＯ負担率：１００％］） 

（１）運営費低減のための技術開発 

【複合容器】 

複合圧力容器の応力解析および疲労解析に基づく設計手法の実現に資する実容
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器疲労試験データ等の蓄積により、疲労寿命設計線図を用いた設計手法を確立し、

ＫＨＫＳ０２２５改正やＩＳＯ ＴＣ１９７ ＷＧ１５へ改正に向けた提案を行う。 

【供用中検査手法】 

規格化に資する有識者による検討委員会を通じたＡＥ法に関する協議、審査に

対応し、民間規格での規定化を図る。 

 

（２）高圧対応高分子技術開発 

【シール部材・継手部材等】 

継手部材・シール部材の加速耐久性評価方法の妥当性検証し、確立する。新規開

発シール材機器の検証を行い、メンテナンス周期を確立する。ねじの緩みとシール

性に及ぼす諸因子の影響解析を行う。新型または改良型継手を製作し、実機を模し

た評価試験を実施するほか、機械式継手の漏洩リスク低減の指針を作成する。 

【ホース】 

最終的な目標である加速評価法案の確立に向けて，加速評価法案についてホース

揺動水素インパルス試験を基本として検討を進める。ホース揺動水素インパルス試

験法について，ホース設定，温度の影響など，詳細に検討する必要がある。実機に

おける劣化状況の調査結果と比較検討し，検証を進める。また，これらの結果を踏

まえ，国内・国際規格化を推進する。 

 

（３）次世代向け水素ステーションに関する研究開発 

【充填技術】 

新規充填プロトコルに関し、シミュレーションと実証（模擬容器、実車）を行い

制御マップの精度向上をはかり基準案を策定するとともに、熱容量測定方法を確立

する。また、低コスト高頻度充填システムに関し、新規充填プロトコルベースでの

協調制御を開発・実証試験を行い、ダブル充填技術を確立する。 

【新型高圧水素タンク】 

2021 年度で選定できた規格材１種、Ｍｏ-Ｖ添加鋼材４種で、蓄圧器の試設計を

行ない、実製作の可能性について評価を行う。 

【水素ガス検知システムに関わる技術開発】 

センサエレメントおよびセンサモジュールの信頼性評価の仕様を確立するとと

もに、故障予測データベースを構築し、警報機能の仕様を確立する。 

【水素貯蔵材料利用システムに関わる技術開発】 

８０℃で８０ＭＰａの放出圧力を示し、低ヒステリシスと高耐久性を両立した

水素吸蔵合金を開発する。良好な伝熱性能を備え、８０ＭＰａの水素に対する耐圧

性を有する昇圧用水素吸蔵合金容器構造を開発するとともに、実用化・事業化を意

識した水素昇圧システムを確立する。量産炉に適用可能なルツボ材、溶解プロセス

を確定し、本システムに適用される水素吸蔵合金の大規模製造プロセスを確立する。 

【次世代水素分析装置】 

小型マルチガス分析装置及び高感度ガス分析装置のプロトタイプの基本設計・

製作を行い、ガス濃度計測機能を検証するとともに、ＩＳＯ規格全成分への適用可
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能性を評価する。 

【大規模水素ステーションの計量及び充填に関わる技術開発】 

昨年度に引き続き大型燃料電池モビリティ（ＨＤＶ）向け水素ステーションの計

量システム及び充填に関わる機器性能調査や技術の開発を行う。年度後半には、水

素先進技術研究センターにおいて、ＨＤＶ等の新プロトコルに関連した技術検証を

実施する。 

 

研究開発項目３：国際展開、国際標準化等に関する研究開発 

（委託事業［ＮＥＤＯ負担率：１００％］） 

① 国内動向（技術開発、規制適正化動向など含む）、海外動向を基に、新規提案（ＮＷ

ＩＰ）をＴＣ１９７委員会に提案し、ＩＳ化を推進する。燃料品質に関連して、Ｉ

ＳＯ １４６８７（ＩＳＯ/ＴＣ １９７/ＷＧ ２７）及びＩＳＯ １９８８０-８（Ｉ

ＳＯ/ＴＣ １９７/ＷＧ ２８）改訂の新事業項目提案に向けて、引き続き国内及び国

際審議を推進する。 

② ＨＦＣＶ-ＧＴＲ Ｐｈａｓｅ２にて長期課題として指定された項目に対する日本提

案を検討し、国際合意に向けて審議を推進する。ＵＮＲ-１３４（ＨＦＣＶ）の国内・

国際審議を行い、日本提案の織込みを行う。 

③ 諸外国の最新の動向を調査し、各国の政策動向を正確に把握・分析し、市場環境・

産業競争力に関する分析する。定期的な情報発信を通して情報の共有を行う。 

④ 水素ステーションへの水素供給方法として、パイプライン等の水素供給インフラに

関する技術基準策定を見据えた調査・研究を行う。（追加公募予定） 

 

５．２ ２０２２年度事業規模 

需給勘定  約３，０８０百万円（委託事業）（継続） 

※事業規模については、変動があり得る。 

 

６．事業の実施方式 

６．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

  「ＮＥＤＯホームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」で行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

   公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、e-Rad 対象事業であり、e-Rad 参

加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期・公募回数 

２０２２年２月 追加公募（予定） 

 

（４）公募期間 

原則３０日間とする。 
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（５）公募説明会 

公募説明会を関東近郊にて１回開催する。(予定) 

 

６．２ 採択方法 

（１）審査方法 

e-Rad システムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

委託、共同研究及び助成事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが

設置する審査委員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、提案書の内容につい

て外部専門家（学識経験者、産業界の経験者等）を活用して行う評価（技術評価及び事業化評価）

の結果を参考にとし、本事業の目的の達成に有効と認められる採択候補者を選定した後、ＮＥＤＯ

はその結果を踏まえて事業者を決定する。 

提案者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問合せには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

４５日間とする。 

 

（３）採択結果の通知 

  採択結果については、ＮＥＤＯから提案者に通知する。なお不採択の場合は、その明確な理由を

添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、提案者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表する。 

 

７．その他重要事項 

（１）評価の方法 

  ＮＥＤＯは、技術評価実施規程に基づき、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、

目標達成度、成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者によ

る中間評価を２０２０年度に、事後評価を２０２３年度に実施する。評価の時期については、当該研

究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて前倒しする等必要に応

じて見直す。 

 

（２）運営・管理 

経済産業省、研究開発実施者等と緊密に連携し、適切な運営管理を実施する。また、推進

助言委員会等を設置し、外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

（３）複数年度契約の実施 

原則として２０１８～２０２２年度の複数年度契約を行う。 
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（４）知財マネジメントにかかる運用 

「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを実

施する。（助成事業は除く） 

 

（５）標準化施策等との連携 

得られた研究開発成果については、標準化等との連携を図る。なお、先端分野での国際標

準化活動を重要視する観点から、ＮＥＤＯは、研究開発成果の国際標準化を戦略的に推進す

る仕組みを構築する。 

 

８．実施方針の改定履歴 

  ２０２２年２月 制定 

 

  



 

 

 

(別紙)２０２２年度実施体制図  

 【委託】  【委託／1/2助成】  【委託】

②燃料電池自動車の国際基準調和
・国際標準化に関する研究開発

③水素社会に係る国際関連機関等研
究

(株)大和総研

・政策動向に関する調査研究

【注記】 
下線部の[再]は再委託先、[共]は共同実施先、[分室]は分室を示す。

(一財)金属系材料研究開発センター
日本製鉄（株）

　[再]パナソニック（株)
（株）四国総合研究所
　[共]東海大学

　[共]千葉大学

(国研)産業技術総合研究所

日本重化学工業(株)

(国研)産業技術総合研究所

岩谷産業(株)

(株)タツノ

トキコシステムソリューションズ(株)

(一社)水素供給利用技術協会

(一財)日本自動車研究所

④半導体レーザーを用いた次世代水
素分析装置の研究開発

⑤水素昇圧機能を有する高効率水素
貯蔵・供給システム技術開発

⑥HDV等の新プロトコル対応の水素燃
料計量システム技術と充填技術に関
する研究開発

(3)次世代向け水素ステーションに関する研究開発

①本格普及期に向けた次世代ステー
ション・充填技術の研究開発

ENEOS(株)
(株)本田技術研究所
 [再］宇宙航空研究開発機構
トキコシステムソリューションズ(株)
(一社)水素供給利用技術協会
　[分室]三菱化工機(株)

②高強度低合金鋼を用いた新型高圧
蓄圧器に関する研究開発
③新型半導体メモリ方式による超低消
費電力水素検知センサシステムの研
究開発

ヌヴォトンテクノロジージャパン（株）

②中空試験片高圧水素中材料試験法
規格化のための研究開発

(国研))物質・材料研究機構
　[再]学校法人立命館大学
　[再]国立高等専門学校機構仙台高
等専門学校 ②水素ステーション用高圧水素ホース

加速耐久性評価法開発及び耐久性向
上に関する研究開発

九州大学
　[再]山形大学
　[再]大阪大学
　［再］弘前大学
(一社)日本ゴム工業会

(2)新たな水素特性判断基準の導入
(2)高圧対応高分子技術開発

①新たな水素特性判断基準の導入に
関する研究開発

(一財)石油エネルギー技術センター
高圧ガス保安協会
九州大学
(一財)金属系材料研究開発センター
日本製鉄(株)
　[共]日鉄ステンレス(株)
　[再]物質・材料研究機構
愛知製鋼(株)
(株)日本製鋼所

①長寿命高圧水素シール部材・継手
部材及び機器開発に関する研究開発

(一社)水素供給利用技術協会
九州大学
(一財)化学物質評価研究機構
NOK(株)
髙石工業(株)
日本ピラー(株)
(株)キッツ
(株)フジキン
(株)タツノ
トキコシステムソリューションズ(株)

(一社)水素供給利用技術協会
　［再］石油エネルギー技術セン
ター
　［再］東京大学

①水素ステーション用タイプ2蓄圧器の
供用中検査手法の研究開発

JFEスチール(株)
　[再]東京電機大学
JFEコンテイナー(株)
千代田化工建設(株)

(一財)日本自動車研究所
　[再]産業技術総合研究所
　[再]東京大学②複合圧力容器の評価手法確立・技

術基準整備に関する技術開発
(一財)石油エネルギー技術センター
高圧ガス保安協会
東京大学
(株)日本製鋼所

「超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業」に係る実施体制

ＮＥＤＯ

(1)本格普及期に向けた水素ステーショ
ンの安全性に関わる研究開発

①無人運転を実施するための研究開
発
②リスクアセスメントの再実施に基づく
設備構成に関する研究開発
③規制改革実施計画実施項目に関す
る研究開発

(一財)石油エネルギー技術センター
　[共]横浜国立大学
　［再］宇宙航空研究開発機構

(1)運営費低減のための技術開発 ①水素ステーション等機器の
ISO/TC197国際標準化の推進と水素
品質規格のための研究開発

研究開発項目１
国内規制適正化に関わる技術開発

研究開発項目２
水素ステーションのコスト低減等に関連
する技術開発

研究開発項目３
国際展開、国際標準化等に関する研究
開発

全体技術委員会


